
2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

1
産業労働部 企業振興課 2018年

  4月2日
平成３０年度新成長ものづくり産業生産性向上
・拡大支援事業業務委託 35,387,000

長崎市出島町２番１１号
公益財団法人　長崎県産業振
興財団

理事長　田川　伸一

本事業は、県内ものづくり企業の個々の強みを活かせ
る連携体制の構築や新分野進出に必要な技術的なアド
バイス、県外企業との取引あっせん等、グループごと
に適した手法を企業と一緒に考え実施していく伴走型
支援により県内外需要を獲得し、県内企業への波及効
果を高めるとともに売上拡大を図ることが求められる
。これを満たす委託先は県内企業の発展支援、新事業
の創出支援及び研究開発支援等を総合的に行い、本県
経済の振興と雇用の創出に資することを目的とし、コ
ーディネート機能を有する等、効果的に目的の達成及
び事業を実施できる体制があり、かつ、豊富な県内外
企業の情報を持つ公益財団法人長崎県産業振興財団し
かないため。

第167条の2第1項
第2号

2
産業労働部 企業振興課 2018年

  11月15日
平成３０年度長崎県モデルベース開発講座業務
委託 5,545,800

愛知県名古屋市守山区中志段
味油石４５４
エムビーテック　株式会社
代表取締役　川本　智大

当該業務は組込みシステムの開発に取組む県内企業者
に対して、モデルベース開発に関する知識・技術の習
得を図るため、モデルベース開発講座を実施する内容
となっている。モデルベース開発とは、仮想空間での
設計、検証を大幅に増やす新たな開発手法である。今
回の業務委託は、実際のエンジンコントロールユニッ
トと同様の実践的なコード実装まで演習する講座を実
施する計画であるが、こうした講座をできる業者は国
内ではエムビーテック㈱以外に無い。

第167条の2第1項
第2号

3
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  4月2日
障害者特別職業訓練「前期ＯＡビジネス科」委
託 1,036,800

長崎市御船蔵町1-9
有限会社ピーシーラーニング
システムズ
代表取締役　富永　隆一

本訓練は、国が定める実施要領において、障害者の雇
用の促進等に関する法律第４９条第１項第７号の規定
に基づく昭和５５年労働省告示第９３号「厚生労働大
臣が定める教育訓練の基準」に適合すると認められた
施設に委託するものとされている。
身体障害者を対象とした訓練を行う施設で、現在、県
内に当該基準に適合すると認定された施設は当該施設
以外にはなく、随意契約（法令等で特定）で実施する
ものである。

第167条の2第1項
第2号

4
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  4月3日
障害者特別職業訓練「麺製造科・ポステック科
」委託 4,147,200

雲仙市瑞穂町古部甲1572
社会福祉法人南高愛隣会
理事長　田島　光浩

本訓練は、国が定める実施要領において、障害者の雇
用の促進等に関する法律第４９条第１項第７号の規定
に基づく昭和５５年労働省告示第９３号「厚生労働大
臣が定める教育訓練の基準」に適合すると認められた
施設に委託するものとされている。
知的障害者・発達障害者を対象とした訓練を行う施設
で、現在、県内に当該基準に適合すると認定された施
設は当該施設以外にはなく、随意契約（法令等で特定
）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

5
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  4月3日
離職者等再就職訓練事業「介護福祉士養成科」
委託 8,694,000

長崎市上銭座町11-8
こころ医療福祉専門学校
校長　藤原　善行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、介護福祉士資格の取得を目的とする
資格取得コースとして実施するものであり、当該資格
を取得するための訓練を実施できる団体は、社会福祉
士及び介護福祉士法第３９条により、厚生労働大臣が
指定する養成施設に限定されている。
このため随意契約（法令等で特定）で実施するもので
ある。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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6
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  4月3日
離職者等再就職訓練事業「介護福祉士養成科」
委託 13,910,400

長崎市大黒町2番3号
学校法人平成国際学園
理事長　中尾　勉

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、介護福祉士資格の取得を目的とする
資格取得コースとして実施するものであり、当該資格
を取得するための訓練を実施できる団体は、社会福祉
士及び介護福祉士法第３９条により、厚生労働大臣が
指定する養成施設に限定されている。
このため随意契約（法令等で特定）で実施するもので
ある。

第167条の2第1項
第2号

7
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  4月27日
離職者等再就職訓練事業（デュアル）「ビジネ
ススキル科」委託 2,457,993

諫早市貝津町621番地
学校法人　奥田学園
理事長　奥田　修史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

8
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  5月1日
離職者等再就職訓練事業「介護員（実務者）養
成研修科」委託 5,832,000

長崎市上銭座町11-8
こころ医療福祉専門学校
校長　藤原　善行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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9
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  5月1日
離職者等再就職訓練事業「ビジネスパソコン・
経理事務科」委託 4,536,000

長崎市五島町１-１７
学校法人　山口学園
理事長　山口　隆

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

10
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  5月1日
離職者等再就職訓練事業「パソコン基礎科」委
託 4,536,000

長崎市渕町2-25
長崎ダイヤモンドスッタフ株
式会社
代表取締役社長　大熊　稔幸

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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11
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  5月1日
離職者等再就職訓練事業「ＩＴビジネス科」委
託 5,832,000

諫早市津久葉町5-119
職業訓練法人　西九州情報処
理開発財団
理事長　宮本　明雄

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

12
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  6月1日
離職者等再就職訓練事業「「Ｗｅｂサイト制作
科」委託 5,832,000

長崎市江戸町5番6号
株式会社　フロンティア・ア
カデミー
代表取締役　稲田　由美子

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

13
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  6月1日
離職者等再就職訓練事業「経理事務マスター科
」委託 5,832,000

諫早市貝津町621番地
学校法人　奥田学園
理事長　奥田　修史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

14
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  6月1日
離職者等再就職訓練事業「「オフィスパソコン
科」委託 3,402,000

島原市片町576
株式会社　ピーシーベース
代表取締役　宮﨑　孝三

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

15
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  6月1日
離職者等再就職訓練事業「「ビジネスパソコン
基礎科」委託 3,402,000

五島市福江町3-8
株式会社　スキル
代表取締役　増山　富男

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

16
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  6月1日
離職者等再就職訓練事業「「ビジネスパソコン
Web基礎科（託児付）」委託 4,743,360

長崎市松山町4-48囲ビル
2階
株式会社　ふれんど
代表取締役　平野　勝美

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

17
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  6月4日
離職者等再就職訓練事業「「調剤事務・医療事
務科」委託 4,536,000

福岡県福岡市中央区天神1-
3-21天神商栄ビル6F
株式会社　日本教育クリエイ
ト福岡支社
支社長　間野　かよ子

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

18
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  6月29日
離職者等再就職訓練事業「「OA社会保険労務管
理科」委託 3,844,584

福岡県福岡市中央区今泉1丁
目7番13号
有限会社　人事管理教育セン
ター
代表取締役　秋山　勝洋

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

19
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  6月29日
離職者等再就職訓練事業「介護員（実務者）養
成研修科」委託 4,276,800

長崎市上銭座町11-8
こころ医療福祉専門学校
校長　藤原　善行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

20
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  6月29日
離職者等再就職訓練事業「パソコン・接遇実務
科」委託 2,041,200

長崎市出島町5番2号
株式会社　メトロコンピュー
タサービス
代表取締役　川崎　孝

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

21
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  7月2日
離職者等再就職訓練事業「「ビジネスパソコン
・Ｗｅｂ基礎科」委託 2,041,200

長崎市魚の町6番4号呑田ビ
ル3階
企業組合　ｅタウン
代表理事　西島　茂行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

22
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  7月2日
離職者等再就職訓練事業「医療事務・調剤薬局
事務科」委託 4,082,400

東京都千代田区神田駿河台2
-9
株式会社　ニチイ学館
代表取締役　森　信介

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

23
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  7月31日
離職者等再就職訓練事業「宅建知識習得科」委
託 4,536,000

長崎市五島町5-48　船用
品ビル5Ｆ
株式会社　建築資料研究社　
日建学院　長崎校
事務局長　川添　亨

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

24
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  7月31日
離職者等再就職訓練事業「ビジネススキル訓練
科（精神・身体・知的・発達）」委託 1,944,000

大村市西大村本町366-2
一般社団法人　きらく福祉事
業会
代表理事　山下　長二郎

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

25
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  8月1日
離職者等再就職訓練事業「介護職員実務者研修
科」委託 4,276,800

長崎市田中町385番地4
株式会社　パールの風
代表取締役　山﨑　一久

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

26
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  8月1日
離職者等再就職訓練事業「パソコン応用科」委
託 2,721,600

長崎市淵町2-25
長崎ダイヤモンドスタッフ株
式会社
代表取締役社長　大熊　稔幸

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

27
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  8月1日
離職者等再就職訓練事業（デュアル）「給与経
理事務科」委託 2,184,883

福岡県福岡市中央区今泉一丁
目7番13号
有限会社　人事管理教育セン
ター
代表取締役　秋山　勝洋

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

28
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  8月1日
離職者等再就職訓練事業「経理ビジネス科」委
託 3,402,000

諫早市貝津町621
学校法人　奥田学園
理事長　奥田　修史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

29
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  8月1日
離職者等再就職訓練事業「OAビジネス基礎科」
委託 3,402,000

大村市東本町600番地11
06号
グッドサンク株式会社
代表取締役　山口　稔

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

30
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  8月31日
離職者等再就職訓練事業「簿記実践科」委託

5,832,000
長崎市淵町2-25
長崎ダイヤモンドスタッフ株
式会社
代表取締役社長　大熊　稔幸

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

31
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  9月3日
離職者等再就職訓練事業「介護職員初任者研修
・介護事務養成科」委託 1,814,400

東京都千代田区神田駿河台2
-9
株式会社　ニチイ学館
代表取締役　森　信介

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

32
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  9月3日
離職者等再就職訓練事業「ビジネスパソコン・
経理事務科」委託 4,536,000

長崎市五島町１-１７
学校法人　山口学園
理事長　山口　隆

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

33
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  9月3日
離職者等再就職訓練事業「医療事務・調剤薬局
事務科」委託 3,402,000

東京都千代田区神田駿河台2
-9
株式会社　ニチイ学館
代表取締役　森　信介

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

34
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  9月3日
離職者等再就職訓練事業「「オフィスパソコン
科」委託 3,402,000

島原市片町576
株式会社　ピーシーベース
代表取締役　宮﨑　孝三

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

35
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  9月3日
離職者等再就職訓練事業「「パソコン応用科」
委託 2,268,000

五島市福江町3-8
株式会社　スキル
代表取締役　増山　富男

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

36
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  9月28日
障害者特別職業訓練「後期ＯＡビジネス科」委
託 1,036,800

長崎市御船蔵町1-9
有限会社ピーシーラーニング
システムズ
代表取締役　富永　隆一

本訓練は、国が定める実施要領において、障害者の雇
用の促進等に関する法律第４９条第１項第７号の規定
に基づく昭和５５年労働省告示第９３号「厚生労働大
臣が定める教育訓練の基準」に適合すると認められた
施設に委託するものとされている。
身体障害者を対象とした訓練を行う施設で、現在、県
内に当該基準に適合すると認定された施設は当該施設
以外にはなく、随意契約（法令等で特定）で実施する
ものである。

第167条の2第1項
第2号

37
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  10月1日
離職者等再就職訓練事業「簿記・ＰＣ基礎科」
委託 2,268,000

長崎市五島町5-48　船用
品ビル5Ｆ
株式会社　建築資料研究社　
日建学院　長崎校
事務局長　川添　亨

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

38
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  10月1日
離職者等再就職訓練事業「介護福祉士実務者研
修科」委託 4,665,600

諫早市有喜町537番地5
社会福祉法人　寿光会　寿光
会介護研修センター
理事長　出口　喜男

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

39
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  10月1日
離職者等再就職訓練事業「ＯＡ事務科（ＩＴ中
級）」委託 3,402,000

諫早市津久葉町5-119
職業訓練法人　西九州情報処
理開発財団
理事長　宮本　明雄

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

40
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  10月2日
離職者等再就職訓練事業「調剤事務・医療事務
科」委託 4,536,000

福岡県福岡市中央区天神1-
3-21天神商栄ビル6F
株式会社　日本教育クリエイ
ト福岡支社
支社長　間野　かよ子

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

41
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  10月2日
離職者等再就職訓練事業「ビジネスパソコン・
Ｗｅｂ基礎科」委託 2,494,800

長崎市魚の町6番4号呑田ビ
ル3階
企業組合　ｅタウン
代表理事　西島　茂行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

42
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  10月31日
離職者等再就職訓練事業「介護員（実務者）養
成研修科」委託 5,832,000

長崎市上銭座町11-8
こころ医療福祉専門学校
校長　藤原　善行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

43
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  10月31日
離職者等再就職訓練事業「人事総務事務科」委
託 1,092,441

福岡県福岡市中央区今泉1丁
目7番13号
有限会社　人事管理教育セン
ター
代表取締役　秋山　勝洋

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

44
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  10月31日
離職者等再就職訓練事業「OA給与実務年金アド
バイザー科」委託 2,939,976

福岡県福岡市中央区今泉1丁
目7番13号
有限会社　人事管理教育セン
ター
代表取締役　秋山　勝洋

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

45
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  10月31日
離職者等再就職訓練事業「経理ビジネス科」委
託 3,402,000

諫早市貝津町621
学校法人　奥田学園
理事長　奥田　修史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

46
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  10月31日
離職者等再就職訓練事業「ビジネスパソコン科
」委託 2,494,800

島原市片町576
株式会社　ピーシーベース
代表取締役　宮﨑　孝三

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

47
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  10月31日
離職者等再就職訓練事業「ＯＡビジネス科」委
託 2,041,200

諫早市幸町７－１３
株式会社　パソコン村
代表取締役　野中　洋一

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

48
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  11月1日
離職者等再就職訓練事業「ビジネス実践科」委
託 3,628,800

長崎市淵町2-25
長崎ダイヤモンドスタッフ株
式会社
代表取締役社長　大熊　稔幸

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

49
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  11月30日
離職者等再就職訓練事業「「ビジネスパソコン
簿記基礎科（託児付）」委託 2,436,480

長崎市松山町4-48囲ビル
2階
株式会社　ふれんど
代表取締役　平野　勝美

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

50
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  11月30日
離職者等再就職訓練事業「ビジネスパソコン・
経理事務科」委託 3,175,200

長崎市五島町１-１７
学校法人　山口学園
理事長　山口　隆

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

51
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  11月30日
離職者等再就職訓練事業「オフィスビジネス科
」委託 2,268,000

諫早市貝津町621
学校法人　奥田学園
理事長　奥田　修史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

52
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  11月30日
離職者等再就職訓練事業「ＯＡビジネス科」委
託 1,814,400

諫早市幸町７－１３
株式会社　パソコン村
代表取締役　野中　洋一

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

53
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  11月30日
離職者等再就職訓練事業「ビジネスパソコン基
礎科」委託 3,175,200

五島市福江町3-8
株式会社　スキル
代表取締役　増山　富男

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

54
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  12月3日
離職者等再就職訓練事業「医療事務・調剤薬局
事務科」委託 4,536,000

東京都千代田区神田駿河台2
-9
株式会社　ニチイ学館
代表取締役　森　信介

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

55
産業労働部 長崎高等技術専門校 2018年

  12月3日
離職者等再就職訓練事業「ながさきおもてなし
ビジネス基礎科」委託 3,855,600

長崎市出島町5番2号
株式会社　メトロコンピュー
タサービス
代表取締役　川崎　孝

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

56
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  1月4日
離職者等再就職訓練事業「税務会計・経理事務
科」委託 5,832,000

長崎市五島町5番36号
長崎キャリアアップスクール
株式会社
代表取締役　前田　雄二郎

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

57
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  1月4日
離職者等再就職訓練事業「介護員（初任者）養
成研修科」委託 2,494,800

長崎市上銭座町11-8
こころ医療福祉専門学校
校長　藤原　善行

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

58
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  1月4日
離職者等再就職訓練事業「OAビジネス科」委託

3,402,000
長崎市興善町4-1　興善ビ
ル7F
株式会社　アングル
代表取締役　島﨑　和紀

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

59
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  1月4日
離職者等再就職訓練事業「ＯＡ事務科（ＩＴ中
級）」委託 3,175,200

諫早市津久葉町5-119
職業訓練法人　西九州情報処
理開発財団
理事長　宮本　明雄

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

60
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  1月7日
離職者等再就職訓練事業「「Ｗｅｂデザイン科
」委託 5,832,000

長崎市江戸町5番6号
株式会社　フロンティア・ア
カデミー
代表取締役　稲田　由美子

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

61
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  1月7日
離職者等再就職訓練事業「医療事務・調剤薬局
事務科」委託 3,402,000

東京都千代田区神田駿河台2
-9
株式会社　ニチイ学館
代表取締役　森　信介

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

62
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  2月1日
離職者等再就職訓練事業「パソコン応用科」委
託 3,175,200

長崎市淵町2-25
長崎ダイヤモンドスタッフ株
式会社
代表取締役社長　大熊　稔幸

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

63
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  2月1日
離職者等再就職訓練事業「経理事務科」委託

2,939,976
福岡県福岡市中央区今泉1丁
目7番13号
有限会社　人事管理教育セン
ター
代表取締役　秋山　勝洋

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

64
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  2月1日
離職者等再就職訓練事業「ビジネスパソコン科
」委託 3,175,200

島原市片町576
株式会社　ピーシーベース
代表取締役　宮﨑　孝三

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

65
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  2月4日
離職者等再就職訓練事業「介護職員実務者研修
科」委託 5,832,000

長崎市田中町385番地4
株式会社　パールの風
代表取締役　山﨑　一久

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

66
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  3月1日
離職者等再就職訓練事業「調剤事務・医療事務
科」委託 4,536,000

福岡県福岡市中央区天神1-
3-21天神商栄ビル6F
株式会社　日本教育クリエイ
ト福岡支社
支社長　間野　かよ子

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

67
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  3月4日
離職者等再就職訓練事業「パソコン・事務基礎
科」委託 4,536,000

長崎市出島町5番2号
株式会社　メトロコンピュー
タサービス
代表取締役　川崎　孝

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

68
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  3月4日
離職者等再就職訓練事業「介護福祉士実務者研
修科」委託 3,888,000

諫早市有喜町537番地5
社会福祉法人　寿光会　寿光
会介護研修センター
理事長　出口　喜男

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

69
産業労働部 長崎高等技術専門校 2019年

  3月4日
離職者等再就職訓練事業「経理事務マスター科
」委託 5,832,000

諫早市貝津町621
学校法人　奥田学園
理事長　奥田　修史

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約（コ
ンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

70
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  4月2日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（介護福
祉士養成科Ｃ）委託 6,955,200

佐世保市椎木町600
学校法人　九州文化学園　長
崎短期大学
学長　安部　恵美子

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、介護福祉士資格の取得を目的とする
資格取得コースとして実施するものであり、当該資格
を取得することができる団体は、社会福祉士及び介護
福祉士法第39条により、厚生労働大臣が指定する養
成施設に限定されている。
   このため随意契約（法令等で特定）で実施する
ものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

71
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  4月2日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（介護福
祉士養成科Ｄ）委託 1,738,800

壱岐市勝本町布気触818番
68号
こころ医療福祉専門学校　壱
岐校
校長　中野　勝

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、介護福祉士資格の取得を目的とする
資格取得コースとして実施するものであり、当該資格
を取得することができる団体は、社会福祉士及び介護
福祉士法第39条により、厚生労働大臣が指定する養
成施設に限定されている。
   このため随意契約（法令等で特定）で実施する
ものである。

第167条の2第1項
第2号

72
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  5月1日
平成30年度 離職者等再就職訓練事業(介護員（
実務者）養成研修科Ⅰ)委託 3,888,000

佐世保市浜田町1番22号
学校法人 岩永学園　こころ
医療福祉専門学校　佐世保校
校長　廣瀬　典治

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

73
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  5月1日
平成30年度 離職者等再就職訓練事業(パソコン
接客販売科)委託 2,457,993

佐世保市田原町11-17
有限会社　佐世保情報アカデ
ミー
代表取締役　久田　裕己

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

74
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  5月1日
平成30年度 離職者等再就職訓練事業(ＰＣビジ
ネスマナー養成科)委託 2,041,200

佐世保市江上町1145番地
株式会社　ＭＩＰＳアビリテ
ィーアシスト
代表取締役　米倉　一郎

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

75
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  6月5日
平成30年度
離職者等再就職訓練事業（PC経理実務科）委託 5,734,800

佐世保市江上町1145
株式会社　MIPSアビリテ
ィーアシスト
代表取締役　米倉　一郎

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

76
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  6月5日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（パソコ
ンビジネス科）委託 2,731,104

佐世保市松浦町5番24号
専門学校させぼ公務員オブビ
ジネス
理事長　吉田　茂視

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

77
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  6月5日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（即戦力
を目指すパソコン受付科）委託 3,402,000

佐世保市田原町11-17
有限会社　佐世保情報アカデ
ミー
代表取締役　久田　裕己

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

78
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  7月2日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業(パソコ
ン医療事務科)委託 3,402,000

佐世保市松浦町5番24号
専門学校させぼ公務員オブビ
ジネス
理事長　吉田　茂視

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

79
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  7月2日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業(基礎か
ら学べるビジネスパソコン科)委託 3,402,000

佐世保市田原町11-17
有限会社　佐世保情報アカデ
ミー
代表取締役　久田　裕己

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

80
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  7月2日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業(介護員(
実務者)養成研修科Ⅱ)委託 4,276,800

佐世保市浜田町1-22
学校法人岩永学園　こころ医
療福祉専門学校　佐世保校
校長　廣瀬　典治

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

81
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  8月1日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（宅建・
ＦＰ知識習得科）委託 3,402,000

佐世保市田の浦町424-1
9
株式会社　建築資料研究社　
日建学院　佐世保校
事務局長　川添　享

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
 　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に
対応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最
大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公
募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関
及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切
に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込
まれる訓練科目と認められるものを選定する随意契約
（コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

82
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  8月1日
平成30年度　障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（パソコン実務科）委託 1,512,000

佐世保市田原町11-17
有限会社　佐世保情報アカデ
ミー
代表取締役　久田　裕己

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
 　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に
対応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最
大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公
募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関
及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切
に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込
まれる訓練科目と認められるものを選定する随意契約
（コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

83
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  8月1日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（しっか
り学べるパソコンエキスパート科）委託 5,443,200

佐世保市田原町11-17
有限会社　佐世保情報アカデ
ミー
代表取締役　久田　裕己

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
 　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に
対応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最
大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公
募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関
及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切
に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込
まれる訓練科目と認められるものを選定する随意契約
（コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

84
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  9月3日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（介護員
(実務者)養成研修科Ⅲ）委託 5,443,200

佐世保市浜田町1-22
学校法人　岩永学園　こころ
医療福祉専門学校　佐世保校
校長　廣瀬　典治

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

85
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  9月3日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（基礎か
ら学べるパソコン簿記事務科）委託 3,402,000

佐世保市田原町11-17
有限会社　佐世保情報アカデ
ミー
代表取締役　久田　裕己

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

86
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  10月2日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（パソコ
ン経理実務科）委託 5,832,000

佐世保市松浦町5番24号
専門学校させぼ公務員オブビ
ジネス
理事長　吉田　茂視

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

87
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  10月2日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（パソコ
ンも学べる建設技能CAD基礎科）委託 1,944,000

佐世保市田原町11-17
有限会社　佐世保情報アカデ
ミー
代表取締役　久田　裕己

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

88
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  11月1日
平成30年度
離職者等再就職訓練事業（パソコン実務科）委
託

3,402,000
佐世保市松浦町5-24
専門学校　させぼ公務員オブ
ビジネス
理事長　吉田　茂視

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

89
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  11月1日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（事務経
験ができるパソコン実務科）委託 4,096,656

佐世保市田原町11-17
有限会社　佐世保情報アカデ
ミー
代表取締役　久田　裕己

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

90
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  11月1日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（医療事
務・ＰＣ基礎科）委託 3,353,400

佐世保市江上町1145番地
株式会社　ＭＩＰＳアビリテ
ィーアシスト
代表取締役　米倉　一郎

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対
応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大
限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募
型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及
び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に
実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込ま
れる訓練科目と認められるものを選定する随意契約（
コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

91
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  12月3日
平成30年度 離職者等再就職訓練事業（介護員
（実務者）養成研修科Ⅳ）委託 5,832,000

佐世保市浜田町1-22
学校法人　岩永学園　こころ
医療福祉専門学校　佐世保校
校長　廣瀬　典治

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
 　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に
対応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最
大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公
募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関
及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切
に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込
まれる訓練科目と認められるものを選定する随意契約
（コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

92
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  12月3日
平成30年度 離職者等再就職訓練事業（簿記・
電子会計事務科）委託 3,353,400

佐世保市江上町1145番地
株式会社　ＭＩＰＳアビリテ
ィーアシスト
代表取締役　米倉　一郎 

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
 　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に
対応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最
大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公
募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関
及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切
に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込
まれる訓練科目と認められるものを選定する随意契約
（コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

93
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2018年

  12月3日
平成30年度 障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（パソコンウェブ活用科）委託 1,458,000

佐世保市田原町11-17
有限会社　佐世保情報アカデ
ミー
代表取締役　久田　裕己

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
 　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に
対応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最
大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公
募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関
及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切
に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込
まれる訓練科目と認められるものを選定する随意契約
（コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

94
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2019年

  1月7日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（パソコ
ン簿記２級科）委託 4,276,800

佐世保市田原町11番17号
有限会社　佐世保情報アカデ
ミー
代表取締役　久田　裕己

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
 　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に
対応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最
大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公
募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関
及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切
に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込
まれる訓練科目と認められるものを選定する随意契約
（コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

95
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2019年

  1月7日
平成30年度
離職者等再就職訓練事業（パソコン接遇科）委
託

3,402,000
佐世保市松浦町5番24号
専門学校させぼ公務員オブビ
ジネス
理事長　吉田　茂視

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
 　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に
対応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最
大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公
募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関
及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切
に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込
まれる訓練科目と認められるものを選定する随意契約
（コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

96
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2019年

  2月4日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（ＰＣサ
ービス接遇検定科）委託 2,948,400

佐世保市田原町11番17号
有限会社　佐世保情報アカデ
ミー
代表取締役　久田　裕己

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
 　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に
対応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最
大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公
募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関
及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切
に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込
まれる訓練科目と認められるものを選定する随意契約
（コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

97
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2019年

  2月4日
平成30年度　離職者等再就職訓練事業（パソコ
ンスキル養成科）委託 2,012,040

佐世保市江上町1145番地
株式会社　ＭＩＰＳアビリテ
ィーアシスト
代表取締役　米倉　一郎

　本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職
訓練事業において、求職者の早期就職を図るために実
施するものであり、国が定める実施要領において、①
委託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支
援への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓
練コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が
見込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性
に応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等と
されている。
 　このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に
対応するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最
大限活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公
募型企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関
及び訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切
に実施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込
まれる訓練科目と認められるものを選定する随意契約
（コンペ方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

98
産業労働部 佐世保高等技術専門校 2019年

  3月4日
平成３0年度離職者等再就職訓練事業(PC社会人
基礎力養成科)委託 3,353,400

佐世保市江上町1145番地
株式会社MIPSアビリティ
ーアシスト
代表取締役米倉一郎

本訓練は、国からの委託事業である離職者等再就職訓
練事業において、求職者の早期就職を図るために実施
するものであり、国が定める実施要領において、①委
託先訓練機関の選定にあたっては、就職率、就職支援
への取組状況、実施見込み等を踏まえること、②訓練
コースの設定にあたっては、求職者の応募・就職が見
込まれる職種を中心として、委託先訓練機関の特性に
応じた多様な訓練コースの設定に努めること、等とさ
れている。
このため、求職者や企業の訓練ニーズに機動的に対応
するとともに、訓練機関の特性及びノウハウを最大限
活用した多様な訓練コースの設定を行うため、公募型
企画コンペ方式を採用し、応募があった訓練機関及び
訓練科目を審査のうえ、訓練及び就職支援を適切に実
施できる体制を備え、求職者の応募・就職が見込まれ
る訓練科目と認められるものを選定する随意契約(コ
ンペ方式)で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

99
産業労働部 雇用労働政策課 2018年

  4月2日
若年無業者就職・自立促進事業

3,775,663
長崎市大黒町３－１
一般社団法人　若者自立支援
長崎ネットワーク
代表理事・会長　浜　民夫

本事業は本県3箇所に設置している「地域若者サポー
トステーション」において、キャリア開発プログラム
業務を実施するものである。相手方は本県における平
成30年度地域若者サポートステーション事業実施団
体に特定され、他に実施できるものはいないため。

第167条の2第1項
第2号

100
産業労働部 雇用労働政策課 2018年

  4月2日
若年無業者就職・自立促進事業

1,749,969
長崎市五島町１－１７
学校法人　山口学園
理事長　山口　隆

本事業は本県3箇所に設置している「地域若者サポー
トステーション」において、キャリア開発プログラム
業務を実施するものである。相手方は本県における平
成30年度地域若者サポートステーション事業実施団
体に特定され、他に実施できるものはいないため。

第167条の2第1項
第2号

101
産業労働部 雇用労働政策課 2018年

  4月2日
臨床心理士相談業務委託

829,699
長崎市大黒町３－１
一般社団法人　若者自立支援
長崎ネットワーク
代表理事・会長　浜　民夫

本事業は、本県３箇所に設置している「地域若者サポ
ートステーション」において、臨床心理士等による心
理カウンセリング業務を委託するものである。相手方
は本県における平成30年度地域若者サポートステー
ション事業実施団体に特定され、他に実施できる者は
いないため。

第167条の2第1項
第2号

102
産業労働部 雇用労働政策課 2018年

  4月2日
臨床心理士相談業務委託

553,133
長崎市五島町１－１７
学校法人　山口学園
理事長　山口　隆

本事業は、本県3箇所に設置している「地域若者サポ
ートステーション」において、臨床心理士等による心
理カウンセリング業務を委託するものである。相手方
は、本県における平成30年度地域若者サポートステ
ーション事業実施団体に特定され、他に実施できる者
はいないため。

第167条の2第1項
第2号

103
産業労働部 雇用労働政策課 2018年

  4月2日
事務所借上料（フレッシュワーク長崎）

4,594,428
長崎市大橋町４－５
長崎電気軌道株式会社
代表取締役　中島　典明

前年度と同じ場所で運営するため、契約の相手方が特
定される

第167条の2第1項
第2号

104
産業労働部 雇用労働政策課 2018年

  4月2日
事務所借上料（総合就業支援センター）

10,680,504
長崎市大橋町４－５
長崎電気軌道株式会社
代表取締役　中島　典明

前年度と同じ場所で運営するため、契約の相手方が特
定される。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

105
産業労働部 新産業創造課 2018年

  4月2日
平成30年度産学官イノベーション創出プロジェ
クト事業委託 17,942,000

長崎市出島町2番11号
公益財団法人　長崎県産業振
興財団
代表理事専務理事　田川　伸
一

産学官金連携を通じて、研究成果を円滑に事業化に結
び付けるには、国プロジェクトの中核機関を担うこと
で培ってきた長崎県産業振興財団のコーディネート・
ノウハウを有効に活用することが効率的であり、また
、企業支援を役割とする県内唯一の公益的機関である
ため。

第167条の2第1項
第2号

106
産業労働部 新産業創造課 2018年

  4月2日
平成30年度海洋再生可能エネルギー実証フィー
ルド運営機能構築業務委託 13,500,000

長崎市出島町１番43号　な
がさき出島インキュベータ1
05
特定非営利活動法人　長崎海
洋産業クラスター形成推進協
議会
理事長　坂井　俊之

本委託業務は、海洋産業の創出に向けて、実証フィー
ルドへの事業誘致や事業者からの相談に対するワンス
トップ窓口を設置し対応するもので、県内産業界の状
況に精通し、当分野の知見を有することが求められる
。
　当協議会は、海洋エネルギー産業の拠点形成を目指
す、県内企業等を構成員とする唯一の組織であり、県
内産業界の状況に精通してる。
　また、本県で実施されている実証事業のコンソーシ
アムメンバーとしての参画、海外先進機関との情報交
換・意見交換などにより、当分野における専門的知見
を有しており、当協議会は、本業務を効率的、効果的
に実施できる唯一の相手方であるため。

第167条の2第1項
第2号

107
産業労働部 新産業創造課 2018年

  4月2日
知的財産流通事業化支援事業委託

8,327,000
大村市池田2丁目1303番
地8
一般社団法人　長崎県発明協
会
理事長　田中　博

　本事業は、知的財産流通に関する専門人材により、
県内企業等における知的財産の活用を図ることで、製
品開発や産学官連携の共同研究を促進させ、新事業、
新産業の創出を図るものである。
　 一般社団法人長崎県発明協会は、知的財産に関す
る各種事業を実施しており、本業務を円滑に遂行する
機能を有している県内唯一の団体であるため。

第167条の2第1項
第2号

108
産業労働部 新産業創造課 2018年

  5月1日
先端技術習得講座実施業務委託

19,995,500
長崎市文教町１番１４号
国立大学法人長崎大学
学長　河野　茂

当該業務は、県内の情報関連技術者等に対し、ロボッ
ト・IoT分野の先端技術（ＡＩ等）に関する知識や
活用方法、ビジネスモデルの構築に係る技術などを習
得させることを目的としており、契約相手方の業務は
、習得講座の実施に関する企画、実施、検証を総合的
に行うことである。
　ロボット・IoT技術の適用範囲は、工学を初めと
して医療、環境、水産、経済など幅が広く、講座内容
の企画、実施、検証には、各分野における高度な専門
的知見が求められるとともに、自大学だけでなく他の
県内大学と連携した外部講師の派遣等により効果的に
講座を実施することが求められるため、県内唯一の総
合大学である国立大学法人長崎大学が、当該業務を信
頼を持って委託できる唯一の相手方である。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
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109
産業労働部 経営支援課 2018年

  4月2日
平成30年度長崎県プロフェッショナル人材戦略
拠点事業運営業務委託 45,000,000

佐世保市ハウステンボス町4
番地65　4-1006
株式会社トイスピリッツ
代表取締役会長　渋谷　厚

　当業務は、県内企業の経営意欲を喚起し、企業が県
外からの高度人材を採用することなどにより、さらな
る成長を図ることを目的とする。
　事業にあたり拠点は、国や県内産業支援機関及び金
融機関との連携、セミナーやワークショップを通じた
県内企業に対する経営的指導・助言等の能力を必要と
する。
　これに対し、契約相手方は、事業遂行に必要なマネ
ージャーをはじめ、業務運営ノウハウや県内企業経営
者からの相談等への対応スキルをもつ人材体制を有し
ている。
　また、平成28年度には18件、平成29年度には
23件の成約実績がある。九州でも上位の成績であり
、当事業を効果的、効率的に推進できる唯一の相手先
である。

第167条の2第1項
第2号

110
産業労働部 経営支援課 2018年

  4月2日
平成３０年度中小企業経営革新支援事業

9,319,000
長崎市大黒町3番1号
一般社団法人長崎県中小企業
診断士協会
会長　前田　愼一郎

　当該業務では、所得向上に向けた本業の生産性向上
や新たな事業展開を目指す県内事業者に対して、経営
状況の分析・診断、経営計画の策定、計画実現に向け
た指導等を実施するとともに、商工会・商工会議所等
の経営指導員の指導力向上等の支援を行うこととして
いる。
　上記指導に当たっては、経営に関しての専門的知識
や経験を有する専門家であること、知識や経験を有し
県内全域の指導対象者の状況に応じて県内各地に専門
家を随時派遣し、その対応結果を取り纏めることがで
きること等が必要となる。
　このような機能、業務を効率的かつ専門的に実施可
能な団体は一般社団法人長崎県中小企業診断士協会し
かない。

第167条の2第1項
第2号

111
産業労働部 経営支援課 2018年

  4月2日
平成３０年度長崎県海外ビジネスサポートデス
ク運営業務委託 9,864,182

長崎市桜町4-1　長崎商工
会館9階
独立行政法人日本貿易振興機
構長崎貿易情報センター
所長　小谷　哲也

　日本貿易振興機構（ジェトロ）は７０カ所を超える
海外事務所並びに約４０の国内拠点（1965年から
本県にも拠点あり）から成る国内外ネットワークを駆
使して中小企業等の海外展開を支援しており、本事業
を円滑に実施できる体制を有する県内唯一の機関であ
る。
　また、同機構は、１９５１年から市場調査などの事
業を実施し、これまでの調査や研究を通じて、支援ス
キルやノウハウが十分備わっており、機動的かつ効率
的に海外展開支援を行うことができることから、同機
構への随意契約とする。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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適用条項

112
産業労働部 経営支援課 2018年

  4月12日
平成30年度ネット通販ステップアップ支援事業
業務委託 4,406,940

東京都世田谷区玉川1-14
-1
楽天株式会社
代表取締役会長兼社長　三木
谷　浩史

　当事業はネット通販で全国に打ってでる意欲のある
人を発掘し、ネット通販に関するノウハウを取得する
座学及び支援終了後の参加者の自立化（独自勉強会の
開催等）を促進する内容の講座を開催、さらに講座時
だけではなく継続したフォローを実施するとともに、
既出店者をフォローするゼミを開催するものである。
これを実施するには、参加者の自立化を促進する内容
の講座を実施するノウハウ、継続したフォローが実施
できる体制が必要である。
　九州内、県内において、これに対応できる事業者は
、九州内に地方支社を有しサポート体制が整っている
こと、店舗をサポートする専門機関である楽天大学を
有し、出店事業者の育成・支援や事業者の自立につな
がるチームビルディングに関するノウハウが蓄積され
ている楽天のみである。

第167条の2第1項
第2号

113
産業労働部 経営支援課 2018年

  4月12日
平成30年度離島ネット通販推進事業業務委託

10,530,719
東京都世田谷区玉川1-14
-1
楽天株式会社
代表取締役会長兼社長　三木
谷　浩史

　当事業はネット通販で全国に打ってでる意欲のある
人を発掘し、ネット通販に関するノウハウを取得する
座学及び支援終了後の参加者の自立化（独自勉強会の
開催等）を促進する内容の講座を開催、さらに講座時
だけではなく継続したフォローを実施するものである
。これを実施するには、参加者の自立化を促進する内
容の講座を実施するノウハウ、継続したフォローが実
施できる体制が必要である。
　九州内、県内において、これに対応できる事業者は
、九州内に地方支社を有しサポート体制が整っている
こと、店舗をサポートする専門機関である楽天大学を
有し、出店事業者の育成・支援や事業者の自立につな
がるチームビルディングに関するノウハウが蓄積され
ている楽天のみである。

第167条の2第1項
第2号

114
産業労働部 経営支援課 2018年

  4月20日
平成30年度サービス産業振興加速化推進事業業
務委託 16,673,203

長崎市桜町4番1号
長崎県中小企業団体中央会
会長　石丸　忠重

　本事業は協同組合等の「業界団体」を核として、生
産性向上に向けた成功事例の積み上げと共有及び「業
界団体」内や他の「業界団体」に横展開させることで
、本県サービス産業全体の底上げを図るものである。

　「業界団体」の目標設定等の取組の進捗管理を行い
、成功事例を業界内外に展開するためには、本事業の
核となる協同組合等の「業界団体」と密接な連携体制
が必要である。
　長崎県中小企業団体中央会は、中小企業等協同組合
法に基づき設立され、中小企業の組織化や協同化、協
業化などの協同組合等の設立・運営に関する相談・支
援を中心とした業務を行っており、本事業を円滑に推
進し、事業目的を達成できるのは、本来業務を通じて
本事業の核となる協同組合等の「業界団体」と密接な
連携体制を持っている同会のみである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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115
産業労働部 経営支援課 2018年

  5月10日
平成30年度長崎県中小企業高度化診断等業務委
託 2,388,528

長崎市桜町4番1号
長崎県中小企業団体中央会
会長　石丸　忠重

　本業務は、県内中小企業協同組合等に対する中小企
業高度化事業に関する予備調査、現場診断、経営改善
計画作成に係る助言等の診断業務を委託するものであ
り、その実施には、①高度化資金（診断）制度に対す
る知識と理解度、②高度化診断業務ができる人材、③
長期間対応しうる組織体制、を有することが求められ
る。
　長崎県中小企業団体中央会は、「中小企業団体の組
織に関する法律」に基づき、中小企業組合をはじめと
する連携組織の発展を図ることを目的としており、高
度化資金（診断）制度及び高度化資金の貸付先である
協同組合等に関する法規・制度にも精通している。
　また、同会は中小企業診断士及び中小組合士が14
名在籍しており、長期・継続的な診断業務の管理運営
ができる組織であり、県や中小機構と連携して急激な
経営悪化にも迅速に対応できる県内唯一の組織である
。
　本業務の委託先は、長崎県中小企業団体中央会が最
もふさわしく、地方自治法施行令第167条の2第1
項第2号に該当し相手が特定されるため、随意契約と
するものである。

第167条の2第1項
第2号

116
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月2日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 1,570,236

諫早市貝津町2083番地１
１
株式会社　新長崎製作所
代表取締役社長　梶原　正雄

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

117
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月2日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 1,114,979

諫早市貝津町２５１０番地
有限会社　細木製作所
代表取締役社長　雪澤　佑子

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

118
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月2日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 3,057,214

長崎市幸町6番7号
ナガベア　株式会社
代表取締役社長　今里　和広

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

119
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月2日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 1,712,355

佐世保市広田4丁目5番27
号
株式会社　富士商工

代表取締役　中島　洋一

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

120
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月2日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 2,180,452

諫早市貝津町1769番地１
有田工業株式会社　

代表取締役　有田　能子

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

121
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月2日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 5,162,259

埼玉県児玉郡上里町大字七本
木３５６３
株式会社　ウラノ　

代表取締役　小林　正伸

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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122
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月2日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 1,826,130

長崎市土井首町510番地２
株式会社　丸金佐藤造船鉄工
所　

代表取締役社長　木庭　吉昭

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

123
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月2日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 4,046,085

長崎市香焼町180番地
三菱重工海洋鉄構　株式会社
　　

取締役社長　椎葉　邦男

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

124
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月2日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 2,088,462

長崎市恵美須町4番5号
ＮＢＣ情報システム　株式会
社　　

代表取締役　中部　省三

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

125
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月2日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 1,025,442

長崎市小浦町20番地
ケービーソフトウエア株式会
社　　

代表取締役　梁瀬　和夫

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

126
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月2日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 1,746,873

長崎市弁天町3番16号
株式会社　亀山電機　　

代表取締役　北口　功幸

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

127
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月2日
インターンシップ推進事業（大学生等）業務委
託 2,396,800

長崎市桜町４－１
長崎インターンシップ推進協
議会
会長　岩根　信弘

本事業は、県内大学生等の県内就職を促進するための
県の事業であり、大学生等のインターンシップを実施
するためのマッチング等に係る精算を要する事務であ
る。
長崎インターンシップ推進協議会は、県内の大学生等
のインターンシップを推進するために県内の大学等、
労働局及び経済団体等を会員として設立された団体で
あり、県内全域で大学生等のインターンシップの推進
を図っている団体は当該団体以外にはなく、随意契約
（事務委任方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

128
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月2日
インターンシップ推進事業（高校生）業務委託

9,262,100
長崎市桜町４－１
長崎県経営者協会
会長　宮﨑　正生

本事業は、インターンシップ参加費用の助成、精算を
要する県の事務であり、県内の企業経営者を会員とす
る長崎県経営者協会は「長崎インターンシップ推進協
議会」の事務局としてインターンシップ受入企業の開
拓を行ってきた。これまでも県内の大学生等に対する
インターンシップを労働局、経済団体等と連携して実
施しており、人材育成に関する知見や専門的なノウハ
ウも有している。
さらに、県内企業の見学会を通して進路指導担当者と
の関わりが深く、高校側のニーズを踏まえたうえで、
受入企業を紹介できる。
上記の通り、県内全域で的確に本事業を実施できる団
体は当該団体以外にはなく、長崎県経営者協会との随
意契約（事務委任方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

129
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月5日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 1,639,462

佐世保市沖新町2番7号
協和機工　株式会社　　

代表取締役　山口　哲生

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

130
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月13日
県内就職促進情報掲載業務委託

8,100,000
長崎市茂里町3番1号
株式会社　長崎新聞社
代表取締役社長　才木　邦夫

当該紙面は県内の若者をメインターゲットに、業界案
内や県内企業に勤める若手社員の声を掲載し、県内就
職に関する情報発信を行うことで県内就職に対する意
識の醸成を図るものである。
掲載媒体の発行元である株式会社長崎新聞社について
は、同社が発行する長崎新聞の占有率が県全体で約半
数を占めており、同紙に折り込まれる情報紙ＮＲは趣
旨およびメインターゲットが、本事業のターゲットと
類似していることから、ＮＲの一部に県内就職促進情
報を掲載することで、効率的に事業を実施することが
できるため。

第167条の2第1項
第2号

131
産業労働部 若者定着課 2018年

  4月16日
高校生資格取得講習会業務委託

6,410,600
大村市池田２丁目１３０３番
地８号
一般社団法人　長崎県溶接協
会
理事長　山口　哲生

委託業務内容は、高校生に対し溶接資格取得のための
講習会（アーク溶接特別教育、ＪＩＳ溶接実技講習会
）、溶接競技会を実施し、本県基幹産業である造船関
連の製造業への就職を促進するものである。
本事業は、溶接資格取得のための講習会の費用の助成
、精算を要する県の事務であるが、長崎県溶接協会は
、溶接技能に優れた知識と経験豊富な熟練技能者を講
師陣として多数登録し、会員企業や高校生等への指導
、溶接競技会のノウハウの蓄積がある。県内全域で的
確に本事業を実施できる団体は当該団体以外にはなく
、随意契約（事務委任方式）で実施するものである。

第167条の2第1項
第2号

132
産業労働部 若者定着課 2018年

  5月16日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 1,070,795

大村市平町１９３３
株式会社　ナカムラ消防化学
代表取締役　中村　康祐

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定される。

第167条の2第1項
第2号

133
産業労働部 若者定着課 2018年

  6月1日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 1,252,374

大村市富の原1丁目１４８２
番地
株式会社　平和鐵工所
代表取締役　相良兼一

本事業は、申請企業等が作成した事業計画書を審査し
、募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断
された企業と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定されるため。

第167条の2第1項
第2号

134
産業労働部 若者定着課 2018年

  8月1日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 2,181,525

諫早市貝津町1769番地１
有田工業株式会社

代表取締役　有田　能子

本事業は、申請企業等が作成した事業計画書を審査し
、募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断
された企業と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定されるため。

第167条の2第1項
第2号

135
産業労働部 若者定着課 2018年

  10月1日
平成30年度長崎県地域創生人材育成事業

1,123,043
諫早市貝津町1769番地１
有田工業株式会社
代表取締役　有田能子

本事業は、申請企業等が作成した事業計画書を審査し
、募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断
された企業と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定されるため。

第167条の2第1項
第2号

136
産業労働部 若者定着課 2018年

  10月1日
平成30年度長崎県地域創生人材育成事業

1,063,018
大村市平町１９３３
株式会社　ナカムラ消防化学
代表取締役　中村康祐

本事業は、申請企業等が作成した事業計画書を審査し
、募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断
された企業と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定されるため。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。



2018年度　限度額を超えた随意契約一覧表　　　部局名：産業労働部 2019年3月末現在

番号 所管部局 所管課
(地方機関名) 契約日 契約の名称 契約金額(円) 契約の相手先、住所、氏名 随意契約とした理由

(具体的かつ詳細に記載)
地方自治法施行令

適用条項

137
産業労働部 若者定着課 2018年

  10月1日
平成30年度長崎県地域創生人材育成事業

1,034,700
諫早市貝津町2162番地５
有限会社　秀工社
代表取締役　光武　公

本事業は、申請企業等が作成した事業計画書を審査し
、募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断
された企業と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定されるため。

第167条の2第1項
第2号

138
産業労働部 若者定着課 2018年

  10月1日
平成30年度長崎県地域創生人材育成事業

1,779,092
長崎市小瀬戸町809番地９
服部産業株式会社
代表取締役　服部一弘

本事業は、申請企業等が作成した事業計画書を審査し
、募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断
された企業と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定されるため。

第167条の2第1項
第2号

139
産業労働部 若者定着課 2018年

  10月22日
学生等と県内企業との交流促進事業運営業務委
託 1,995,246

長崎市大黒町１４－５
株式会社JTB長崎支店
支店長　石原　彰人

　受託事業者が本事業を実施する際には、事業の内容
とターゲットを踏まえた上で、本事業の参加者はもと
より、参加していない学生及び県内企業においても交
流への関心が高まるような波及効果のある魅力的な交
流の企画が必要である。そのため、公募段階では企画
内容の詳細が特定されず、学生等の意見や県の意向を
踏まえて契約候補者の決定後も柔軟に対応が可能なプ
ロポーザルによる委託先の選定が効果的と考えられる
。
　プロポーザルを実施した結果、㈱ＪＴＢが最優秀提
案者であったことから、１者随意契約を行うものとす
る。　　

第167条の2第1項
第2号

140
産業労働部 若者定着課 2018年

  11月21日
長崎県地域創生人材育成事業（雇用型訓練）委
託 1,353,644

長崎市土井首町510番地２
株式会社　丸金佐藤造船鉄工
所　
代表取締役社長　木庭　吉昭

本事業は、申請企業が作成した事業計画書を審査し、
募集要項に合致し、事業内容等が優れていると判断さ
れた企業等と委託契約を締結することとしており、契
約の相手方が特定されるため。

第167条の2第1項
第2号

※別紙の内容は、別紙の文字をクリックすると表示されます。
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